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13 産業廃棄物の産業連関分析

(1)産業廃棄物の付帯表モデル

産業連関分析で産業廃棄物を扱うときのアプローチには､①付帯表による

アプローチと②拡張産業連関表によるアプローチがある｡ここでは､①のアプローチで島

喚県 ･沖縄における産業廃棄物の発生一排出一最終処分について､移輸出入構造や最終需

要の観点から分析する｡②のアプローチは､産連表を拡張して体系内に産業廃棄物処理活

動を明示的に組み込むことによる分析であるが､このアプローチによる分析は今後の課題

とする｡

沖縄県環境保健部(1996)のデータを基本にして､産業別種類別産業廃棄物発生量行列 ･

排出量行列を作成した｡そのために､産業部門を農業､林業､漁業､金融 ･保険 ･不動産

を追加したが､沖縄県の別途推計や全国比率での配分で独自にマ トリックスを作成した(秦

3及び表4)0

われわれが対象にしている現実の地域内産連表のバランス式は､(1)式で与

えられる｡このバランス式のもとで､二つのモデルを考えることができる｡一つは､基本

モデルと呼ばれるものであり､(2)式で表される｡(2)式は､仮説的自給体系モデルとでも

呼びうるモデルであり､移輸出入を含む最終需要がすべて地域内に向けられたときの産出

高水準の決定モデルである｡

これに対し､移輸入を地域内の中間需要と最終需要の関数と想定すると､次のような競

争移輸入型モデルが得られる｡

x- 〔I-(IIMJ-M*)A〕〔(I-MJ-M*)F+Ed+E] (6)

ここで､MfとMはそれぞれ移入係数行列と輸入係数行列である.

(I- M/-M+)は域内自給率行列であるが､MJ>O､M*>0であるから､次の関係が成

り立つ｡ ⊥il Ll
〔I-A〕 > 〔I-(I-M/-M*)A〕 (7)

以下では､(7)式を念頭において､(6)式に基づいて産業廃棄物の発生 ･排出状況を分析

する｡ただし､最終処分量についてはデータの制約上､割愛せざるを得ない｡産連分析を

行うに当たって､産業廃棄物発生係数(排出係数)

と産業廃棄物発生量行列 (排出量行列)を求めなければならない.j産業部門の i種類の

産業廃棄物(トン)を mj､j産業部門の国内生産額(百万円)をXjとすると､j産業部門の i

種類の産業廃棄物発生係数 (トン/百万円)wcは､

Wc- (Wlj/Xj)

で与えられる.さらに､産業廃棄物発生量(排出量)行列 W(トン)は､X+を産業別国内生

産額の対角行列(百万円)とすると､

W-wcy

によって求めることができる｡以上のモデルに従って､域内最終需要構造や移輸出入構造
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と産業廃棄物の関係を分析できる｡なお､産連表は､産業廃棄物統計の部門分類に合わす

ため､1990年表の42部門を31部門に統合したものを使うことにする0

(2)最終需要の産業廃棄物誘発効果

最終需要項目が各産業の廃棄物の発生にどのように影響しているかをみたのが､表6-

表8である｡産業連関表は､各産業が中間需要及び最終需要を満たすために生産を行う相

互連関の様子を社会会計的に示してくれるが､基本的には､最終需要の大きさが各産業部

門の産出水準を決めると解釈できる｡産業廃棄物は､生産活動に伴って発生する負の産出

であるから､産業廃棄物も究極的には最終需要によって誘発され､〔最終需要-産出水準

-産業廃棄物量〕として捉えることができる｡表6-表8は､最終需要によって産業廃棄物

の種類別発生量がどのように誘発されたか､あるいは産業廃棄物の発生に最も影響力のあ

る最終需要項目はどれかを示している｡なお､この項で用いるモデルは､(6)式で示され

る競争移輸入型モデルである｡

1994年度の沖縄県の産業廃棄物の発生量4,317千 トン/年のうち85.2%に相当する3,679.

7千 トン/年が県内需要によって誘発されている｡移輸出の外需による分は637.3千 トン/午

(14.8%)である(表6)0 (2)式の基本モデルに基づく計算結果では､内需による誘発発生

量3,537.7千 トン (81.9%)対外需による誘発発生量779.3千 トン (18.1%)であったから､

域外 (県外)-の需要の漏出を明示的に表す競争移輸入型モデルの場合､内需によって誘

発される発生量は､142千 トン (4.0%)だけ基本モデルの場合よりも多い｡同時に､外需

によって誘発される発生量は､同量の142千 トン (18.2%)だけ少なくなっている｡本稿

の計算では､準量がコントロールされているので､逆行列が
lI-A]

から
-1

[(IIM/-M')A]

-変わった場合､需要別の誘発量は外需から内需-シフトすることになる｡排出量につい

ても同様の内需シフトがみられる｡

需要項目別では､地域内総固定資本形成によって誘発される産業廃棄物が最も多く､1,

747.9千 トン/年であり､総発生量の40.5%を占めている｡次いで大きいのが民間最終消費

支出の1,561.4千 トン/午 (36.2%)､移出の549.3千 トン/午 (12.7%)となっている(表6､

表7)0

比較的発生量の多い種類について､どの需要項目-の誘発依存度が高いかをみると､汚

泥と建設廃材は総固定資本形成にそれぞれ45.7%と85.2%､動 ･植物生残渡と家畜糞尿は

民間消費支出にそれぞれ53.7%と51.7%､鉱浮は総固定資本形成に39.4%､民間消費支出

に29.3%と依存しているのが特徴である(表7)｡

次に､最終需要項目別の産業廃棄物発生誘発係数をみてみよう(表8)｡産業廃棄物発生

誘発係数は､最終需要別産業廃棄物誘発発生量をそれぞれ対応する最終需要部門の合計額
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(産連表の列和)で除して求めた値であり､表8の場合は最終需要百万円によって誘発さ

れる産業廃棄物発生量 (トン)を表している｡表8によれば､最終需要百万円に対して誘

発される産業廃棄物の発生量は､総固定資本形成によるものが最も多く､1.670トンであ

る｡次いで､民間消費支出0.831トン､家計外消費支出0.875トン､移出0.796トン､輸出0.

605トンなどとなっている｡需要項目ごとの産業廃棄物の種類別発生量については､総固

定資本形成では建設廃材､輸出では汚泥がそれぞれ最も多く､それ以外の項目では家畜糞

尿が最も多くなっている｡

ところで､産業廃棄物の発生量のうち有価物量を除いた分が排出量として定義される｡

第1次産業部門と金融 ･不動産 ･保険部門を除く部門についての1994年度の沖縄県の産業

廃棄物の発生量2,664千 トンのうち､85.9%が排出量2,288千 トンであった｡これに第1次

産業部門と金融 ･不動産 ･保険部門の排出量(推計)を加えて作成したのが､表5の排出量

マ トリックスである｡表4の発生量マ トリックスも､農業部門等の家畜糞尿等を含めて作

成したものである｡両表によると､沖縄県の産業廃棄物の総発生量は4,317千 トンであり､

その90.9%が排出量3,926千 トンである｡家畜糞尿等の有価物量比が小さいことが､排出

割合の高さに現れている｡表5をもとに産連分析を行った結果は､表9-表11で示されてい

る｡

まず､最終需要項目別誘発産業廃棄物排出量3,926千 トンのうち､85.4% (3,352.0千 ト

ン)が域内需要によって､残りの14.6% (574.0千 トン)が移輸出によって､それぞれ誘

発された排出量である (表9)｡ただ､全国につい

てみると､国内需要による割合は91.0%､輸出による割合は9.0%であるから､沖縄県の

場合は､移輸出によって誘発される割合が高い｡需要項目別では､総固定資本形成によっ

て誘発される量が1,633.7千 トンと最も多く､排出量全体の41.6%を占めている｡次いで､

民間消費支出による1,387.6千 トン (35.3%)､移出による493.1千 トン (12.6%)等とな

っている｡

表6の発生量に占める表9の排出量の比率 (排出割合)をみてみると､最終需要計の90.9

%を上回る (したがって､有価物量比が小さい)項目は､総固定資本形成93.5%と輸出92.

0%である｡これらは､建設廃材や汚泥､鉱韓の割合が高い｡逆に､家計外消費支出88.2

%や民間消費支出88.9%､一般政府消費支出89.3%､移出89.8%については､排出割合は

平均 (最終需要計)よりも低いO

表10は､最終需要項目別 ･産業廃棄物種類別の排出誘発依存度を表したものであるが､

これは表7の発生誘発依存度とほぼ同じであるが､発生量に比べて排出量の依存度の高い

項目には総固定資本形成と輸出がある｡各産業廃棄物の種類がどの最終需要項目にどれだ

け依存しているかを示す構成比は､その種別の性質上､おおむね決まっていると解釈でき

る｡

これに対し､最終需要と発生量あるい笹排出量の相対的関係を表す誘発係数については､

発生量と排出量とでは異なってくる (表8及び表11)｡発生量>排出量であるから､総じて
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排出量の誘発係数が小さくなるのは自明である｡その相対比は､需要項目別の発生量と排

出量の絶対量の比差に比例している｡
(16)

ところで､沖縄県の産業廃棄物の排出誘発係数を全国と比べてみるよう｡最終需要計でみ

ると､全国の0.7511トン′百万円に対し､沖縄県はその64.4%水準の0.4834トン′百万円で

ある｡沖縄県の産業廃棄物の百万円当たり排出量の少なさは､産業構造上､製造業部門の

ウエイ トが小さいことの裏返しであろう｡ただし､百万円当たり排出量は､総固定資本形

成と在庫投資が全国水準 (2.251トン)を下回るだけであり､残りの総需要項目の排出誘

発係数は､移輸出の65.6%高をはじめ､家計外消費支出が47.0%､一般政府消費支出が16.

7%､民間消費支出が13.6%と､それぞれ高くなっている｡
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(3)産業廃棄物対策への含意

以上において､産業連関分析による沖縄県の産業廃棄物の発生と排出についての分析を

行ってきた｡分析手法を含め､残された課題は多い｡中でも､産業廃棄物そして廃棄物全

般に関する一次統計の整備は､今後､環境低負荷型の循環型経済社会システムを構築する

に当たって､喫緊の課題となろう｡まずは､産業廃棄物のみならず､島峡部でも問題にな

っている一般廃棄物や廃車についても実態の客観的かつ精確な把握から始めなければなら

ない｡

ところで､沖縄県の産業廃棄物の発生量及び排出量の85%以上は､域内最終需要によっ

て誘発されている｡なかんずく､総固定資本形成によって誘発される建設廃材と汚泥､及

び民間消費支出によって誘発される家畜糞尿と汚泥の発生 ･排出を押さえていく努力が必

要であろう｡

沖縄県の産業構造の脆弱性は､産業廃棄物の発生 ･排出には抑制的に作用している｡沖

縄県の最終需要百万円当たりの産業廃棄物の排出量は､全国の64%水準にすぎない｡消費

財及び生産財の多くを県外に依存している沖縄県は､大幅な商品取引の赤字 (貿易赤字)

を抱えているが､これは環境勘定上はプラスに作用しているといえよう (だから､いいと

いうわけではない)｡今後､経済自立化をめざして､産業振興を図ることが県政の大きな

課題となるが､産業政策を進めるに当たっては､環境との調和を図る観点から､産業廃棄

物の発生 ･排出さらには最終処分のあり方と対策を正面から議論すべきである｡

また､産業振興の立場からは､廃棄物のリサイクル&リユースを推進することと併せて､

ゼロ･エミッション型の新産業等を創出する政策的工夫 ･努力も必要である｡この方面-

の産業支援策の確立が急がれよう｡
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表14 日絵率(1990年) 単位:%

全国 北海道 東北 関東 近畿 中部 中国 四国 九州 沖縄

1農業 75.1 159.6 167.3 60.5 30.8 60_ー 71.4 115.3 115.3 61.4
2林業 40.4 109.2 89.2 27.3 27.4 44.9 91.4 92.4 69.2 7.0
3漁業 86.9 129.0 87.9 46.0 43.4 100.5 74.4 211.4 168.5 128.3
4鉱兼 7.5 28.0 17.9 7.5 15,4 13.5 17.7 22.2 20.9 20.5
5食料品.たばこ 89.8 134.9 116.6 76.7 74.9 83.4 102.0 94.7 100.1 72.3

･6繊維製品 102.2 ll.4 94.1 41.0 144.8 193.1 138.5 127.9 55.7 7.1
7木材.木製品 88.8 133.8 127.1 38.9 76.2 日4.5 146.6 202.5 98.8 17.6
8家具.装備品 98.8 80.3 63.2 71.2 106.2 178.4 107.3 150.2 112.0 26.0
9パルプ.紙.紙加工品 96.3 195.5 97.2 72.2 80.0 107.0 108.5 319.1 52.1 7.2

10新聞.印刷.出版 98.3 64.3 53.4 124.7 1q3.9 89.9 50.6 51.8 64.2 53.8
ll化学工業製品 102.2 ll.1 31.9 122.9 111,1 113.6 189.0 94.3 49.9 2.1
12石油.石炭製品 80.6 78.7 19.0 84.4 82.1 102.1 175.3 92.2 27.4 150.6
13プラスチック製品 110.2 24.8 30.1 98.6 135.2 231.6 115.9 63.5 37.9 9.8
14ゴム製品 132.5 ll.0 91.1 102.0 132.0 263.3 158.9 41.3 130.8 0.0
15皮革.同製品 90.5 17.0 56.4 75.3 133.5 23.0 17.9 82.3 15.6 0.7
16窯業.土石製品 107.2 75.8 84.0 75.6 106.8 208.1 112.9 94.2 121.8 58.8
17鉄鋼製品 153.2 46,7 42.5 83.0 175.6 160.7 360.3 21.1 138.6 13.7
ー8非鉄金製品 103.ー 1.1 71.8 70.1 73.7 115.7 80.8 237.5 44.4 3.8
19金属製品 109.8 53.8 61.7 89.6 148.4 167.5 90.1 77.5 68.8 35.6
20一般機械 131.5 31.4 53.3 119.5 166.7 147.6 119.6 104.7 70.4 0.3
21嘉頼用.サ-ビス機械 158.0 1.0 90.0 173.0 104.7 181.7 33.3 5.7 15.6 17.5
22民生用t気機械 155.1 4.4 242.9 135.8 218.5 100.3 68.9 42.0 27.8 0.0

23電子横械 125.6 13.6 210.1 193.9 109.6 83.9 75.9 71.7 114.2 0.0
24その他のt子機械 133.9 13.9 92.7 132.7 151.1 212.8 94.2 42,0 83.6 17.8
25自動尊 181.2 5.5 28.6 162.8 49.7 569.8 285.0 0.9 47.8 0.0
26その他の輸送用機械 136.8 23.5 35.5 85.2 182.3 183.6 210.5 170.7 121.9 4.7
27精密機械 146.0 4.6 179.4 201.1 103.0 72.1 39.4 8.8 27.2 0.8
28その他の製造業 99.2 12.4 39.8 92.7 139.6 105.4 58.9 32.0 37.0 7.5
29建築 99.9 99.0 99.0 99.7 100.4 101.2 101.0 99.1 98.8 98.0
30公共事業 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
31その他の土木 100.0 100,0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
32電力 100.7 71.5 192.6 76.5 100.8 127.5 123.5 96.4 89.3 72.2
33ガス.熱供給 102.6 9.1.0 84.1 101.3 100.1 106.0 107.6 90.3 92.1 81.8
34水道.廃棄物処理 100.4 93.0 92.6 99.7 100.2 107.0 105.2 95.8 92.3 89.7
35商業 101.0 .90.9 79.1 103.8 116.1 121.2 97.5 73.0 83.9 66.8

36金融.保険 96.1 76.8 77.5 102.6 101.3 97.5 89.0 78.9 78.7 69.8
37不動産 99.8 99.8 92.0 102.3 103.7 96.9 95.2 91.7 94.7 95.6
38運輸 ー07.6 116.3 88.5 100.4 101.1 106.9 121.7 100.3 108.5 168.1
39通信.放送 98.5 92.6 90.2 104.4 100.9 97.1 97.1 82.5 92.3 87.2
40公務 99.9 99.7 99.7 99.8 ,99.9 100.2 100.1 99.7 99.7 99.7

41教育,研究 103.0 89.0 92.4 105..5 102.1 119.4 109.2 91.5 91.7 86.1
42医療,保健.社会保陣 100.1 99.9 99.8 100.7 99.6 99.6 99.7 99.7 99.8 99.7
43その他の公共サービス 101.2 109.0 116.1 93.9 92.0 98.2 120.6 126.1 116.7 104.7
44対事業所サービス 93.9 77.1 65.5 114.0 93.7 94.0 79.5 63.8 69.3 61.6
45対個人サービス 97.9 95.9 89.6 101.8 89.7 95.2 89.9 88.9 88.3 116.8
46分類不明.その他 91.8 70.9 71.8 87.3 95.7 110.9 108.5 79.8 72.9 63.2

合 計 99.8 83.6 88.1 100.6 103.1 128.0 114.7 88.6 84.6 68.5
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表15 沖縄県の対外 収 支 構 造 単 位 :百万円
項 目 1985年度 1990年度 1995年度 1997年度

経常受取 1,213,736 1,586,140 1,774,524 1,912,271

移輸出 599,737 741,177 802,640 862,754

商品移輸出 301,855 363,280 390.020 383,322

サービス移輸出 297,882 377.897 412.620 479,432

観光収入 227,090 325,409 364.927 423,878

軍人.軍属の消費支出 70,792 52,488 47,693 55.554

経常移転 613,999 844,963 .971,884 1,049,517

軍雇用者所得 35,020 45,312 52,271 52.868

軍用地料 41,533 48,894 67.036 74,275

その他要素所得 25,578 64,388 44,039 55,222

財政(国庫)からの経常移転 503,844 661,892 771.724 827,796

非営利団体への経常移転(純) 8,024 24,477 36.814 39,356

経常支払 1,181,917 1,446,949 1,526,263 1,665,023

移輸入 956,796 1,078,845 1,130,378 1,223,289

商品移輸入 911,123 1,017,045 1,068,122 1.159.369

サービス移輸入 45,673 61,800 62,256 63.920

経常移転 225,121 368,104 395,885 441,734

財政(国庫)への経常移転 199,180 334,307 351,893 412,827

その他への経常移転(純) 25,941 33.797 43,992 28,907

経常収支 31.819 139,191 248,261 247,248

貿易収支 -609,268 -653,765 -678,102 -776,047

サービス収支 252,209 316,097 350,364 415,512

経常移転収支 388,878 476,859 575,999 607,783

3K 679,099 799,688 951.758 1,021,544

観光収入 227.090 325.409 364.927 423.878

基地収入 147,345 146,694 167,000 182,697

財政移転(純) 304,664 327,585 419,831 414,969

3K以外 -647.280 -660,497 -703,497 -774,296

注:｢3K以外｣-(商品移輸出+その他要素所得+非営利団体への経常移転(純)
-(商品tサービス移輸入+その他への経常移転(純))
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